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65歳以上の高齢者のいる世帯は、平成 23年に 1,942万世帯(全世帯の 41.6％)となり、

このうち、高齢者単身世帯の数は、平成 10年の 272万世帯から 23年には 470 万世帯へ

と増加し、また、高齢夫婦世帯の数も 271万世帯から 460万世帯に増加しており、今後

も同様の傾向が続くことが見込まれている。 

平成 12 年度から導入された介護保険制度についてみると、その利用が年々増加して

おり、また、近年の不況を反映し、生活保護を受給する高齢者数も同様に増加している。 

しかし、高齢者の中には、認知症などにより、これらのサービスを理解できない者や

行政サービスを拒否する者など、健康に問題がある、生活が困窮しているなどの状況に

もかかわらず、必要な介護保険や生活保護などの行政サービスを受けず、また、家族や

地域社会との接触もほとんどないなど、社会から「孤立」する高齢者が存在している。 

「平成 22年版高齢社会白書」（平成 22年５月 14日閣議決定）では、高齢者の社会的

孤立について、家族や地域社会との交流が客観的にみて著しく乏しい状態とされ、その

背景として高齢者単身世帯・高齢夫婦世帯が増えているという世帯構成の変化等が挙げ

られ、今後、高齢者の社会的孤立が孤立死等の様々な問題を生み出すと指摘されている。 

このため、政府は、高齢社会対策基本法（平成７年法律第 129 号）第６条の規定に基

づき定められている「高齢社会対策大綱」（平成 24年９月７日閣議決定）において、地

域における高齢者やその家族の孤立化を防止するためにも、いわゆる社会的に支援を必

要とする人々に対し、社会とのつながりを失わせないような取組を推進していくものと

するなどとしており、高齢者の孤立化を防止する対策として、厚生労働省を中心に、地

方公共団体への補助や技術的助言等が行われている。また、このほか、地方公共団体等

においても、独自の取組が行われている。 

しかし、依然として、都市部などにおいて、高齢者が地域から孤立した状態で死亡す

る事例等が発生していることから、高齢者が日常的に地域等から孤立しないための取組

の推進が求められている。 

また、近年の大規模災害による死者・行方不明者のうち、高齢者の占める割合は高く

なっており、今般の東日本大震災においても、多くの犠牲者が発生していることから、

災害時における高齢者の避難支援対策の充実・強化が急務となっている。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、高齢者の社会的孤立の防止対策

及び災害時の保護を推進する観点から、社会的に孤立している高齢者等の実態把握の状

況、国庫補助等による関係対策の実施状況等を調査するとともに、災害時における高齢

者の避難支援の取組状況等を調査し、関係行政の改善に資するために実施したものであ

る。 
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